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特徴を有している。今日までの 11 年間に、管見の限り全国で 35 の事業が実施された（そのう






人（競争率 6.0 倍）にのぼり、教員採用は 2016 年度まで増加していくと予想されていた（文
部科学省 2011）。だとすれば、教員養成事業を新設する自治体がその後も現れてくるだろうと





宰する教員養成事業の実施について確認作業を行った。確認作業は、2015 年 1 月現在、公立
学校教員の任命権者である全国 47 都道府県、20 政令指定都市と、大阪府豊能地区教職員人事
協議会を構成する 3 市 2 町（豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町）に加え、豊中市を除















                                                          
1 また、今回取りまとめた 35 事業のほかにも、類似する取組が行われていながらウェブサイトで確認でき
なかったために、確認結果から取りこぼされてしまっている県市があるかもしれない。 
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 また、「ふじさわティーチャーズカレッジ「学びあい」」（藤沢市教育委員会 2009 年度開設）
は「藤沢市立小・中学校の教員を目指す者（大学生、県内の小・中学校に勤務する臨時的任用
教員または非常勤教員）」を、「堺・教師ゆめ塾」（堺市教育委員会 2007 年度開設）は「短大 1
年生・大学 3 年生以上、大学院生、社会人、常勤・非常勤講師等で次の①～③のすべてに該当





                                                          
6 「ふくおか教員養成セミナー」の対象者と目的については、福岡県教育委員会（2012）からの引用である。 
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 今回、2004 年度から 2014 年度までの 11 年間に全国で少なくとも 35 の教員養成事業が開設







年度開設、2010 年度第 5 期入塾生を最後に閉鎖）を除いた 34 の事業について、概況を以下に
記述しておこう。 
                                                          
7 各年度『学校基本調査』をもとに本務教員の講師数で算出した。それによると、全国の小・中・高等・
中等教育・特別支援・養護学校の講師数は、2005 年度の 46,577 人から 2014 年度は 72,768 人へ 1.56 倍
にまで増加している。 
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表 1 地区別・年度別開設数（2011 年廃止の「杉並師範館」を除く） 
 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 計 
北海道・東北     1       1 
関東・甲信越 1  4 3 2 2 1 1   1 15 
東海・北陸     1 2    1  4 
近畿   1 2 4     1  8 
中国・四国        1   2 3 
九州・沖縄        2  1  3 
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成セミナー」（埼玉県教育委員会 2007 年度開設）の 2 事業である。そこにおいては学内選抜が
あると想定される10。このような大学側による選抜ではなく、書類審査や抽選等を除く実質的
な受講者選抜（試験）を設置者側において行っているところは 15 事業あり、その方法として
面接を実施するものが 15 事業、小論文を課すものが 9 事業、筆答試験を行うものが 2 事業（「東




















（京都府教育委員会 2008 年度開設）、「山口県教師力向上プログラム」の 5 事業において、受講
者が授業実践を行うことが受講生募集要項などに明記されている12。 
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４．教員採用と教員養成事業の関係 
 


































考えると、2005 年 3 月に卒業・修了する学生が第 1 期の入塾対象で、かれらは平成 17 年度東
京都公立学校教員採用候補者選考（特別選考）を初めて受験可能だったということから、平成
                                                          
13「マチカネ先生塾」を主宰する豊中市教育委員会は、単独では教員採用選考を行えないので、ここでは除
外して考える。なお、豊中市を含む大阪豊能地区は、平成 25・26 年度採用選考試験を大阪府と共同で実施
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17 年度の欄が太字で、またそれ以降、東京都は毎年特別選考を実施しているので、平成 27 年
度の欄まで斜体で表示している。なお、表中に太字表示のない茨城県、山口県、高知県は、い
ずれも教員養成事業を 2014 年度に開設しており、理論上、その第 1 期受講者が教員採用選考
を受験できるのは 2015 年、すなわち平成 28 年度教員採用選考試験ということになる。 
 小学校は全ての養成事業に共通する志望者の区分であり、それぞれの事業を擁する自治体の





















































































                                                          
16 ただし、免許状の発行・授与は学力に関する証明書に基づいて行い、証明書発行者は大学である。 
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A.名 称 東京教師養成塾   B.設置者 東京都教育委員会（東京都教職員研修センター）   C. 2004   D. 2015 
E.対象者 次の(1)及び(2)を満たす者。(1)小学校教諭一種免許状課程又は特別支援学校教諭一種免許状課程認定大学（大学院を含む。）で、東京都教育委員会が連
携する大学に在籍し、平成 28 年 3 月に卒業又は修了見込みで、「推薦基準」に基づき学長が推薦する者。(2)東京教師養成塾の講座（特別教育実習・講義・ゼ
ミナール・体験活動）等の全てに参加できる者。 
F.人 数 150 人程度（小学校コース 130 人程度、特別支援学校コース 20 人程度） 
G.受講者選抜 小論文、教職教養・専門教養、個人面接、入塾志願票、推薦書、成績証明書及びその他選抜に係る資料等に基づき東京教師養成塾入塾者選抜委員
会が選定 
H.費 用 ¥187,000（採用時免除。交通費・教材費・合宿費等は自己負担） 






者、(3)平成 28 年 4 月 1 日までに志望コースに対応した免許状を取得できる見込みの者又は取得済みの者、(4)年間を通して通塾が可能な者、(5)原則として介
護等体験が入塾前までに終了している者、(6)選抜に合格した場合、本塾への入塾を確約できる者。〈退塾勧告〉入塾後、前期の特別教育実習の評価が一定の基
準に満たない場合など、塾の理念に照らし、教員として資質・能力に課題がある場合には、 退塾勧告を行うことがある。 
A.名 称 「教師力」パワーアップ講座   B.設置者 さいたま市教育委員会（さいたま市教育研究所）   C. 2006   D. 2014 
E.対象者 市内各学校に勤務する教職員、将来教師を目指している大学生。   F.人 数   G.受講者選抜   H.費 用 
I.開講期間 2014年4月4日～翌年3月   J.開講内容 講話・ワークショップ等   K.形態・内容   L.修了要件   M. なし   N.備 考 
A.名 称 「輝け☆明日の先生」養成事業   B.設置者 川崎市総合教育センター・NPO 法人教育活動総合サポートセンター 
C. 2006   D. 2013 実績   E.対象者 川崎市立学校に勤務する臨時的任用教員や非常勤講師。大学生や社会人等で将来川崎市の教員を志望する者。 
F.人 数 96名（臨時的任用教員・非常勤講師8割、大学生1割、社会人1割）   G.受講者選抜   H.費 用   I.開講期間 2013年5月11日～12月14日 
J.開講内容 講話（14回）、ゼミ（7回）、グループ協議（2回）、パネルディスカッション（1回）、模擬授業（1回）、実習（1回） 
K.形態・内容   L.修了要件   M. なし   N.備 考 
A.名 称 よこはま教師塾「アイ・カレッジ」   B.設置者 横浜市教育委員会   C. 2006   D. 2014 
E.対象者 次の要件を全て満たす教員志望者。(1)昭和 31 年 4 月 2 日以降に生まれた人。(2)受験区分ごとに次の免許状を有する人、又は平成 28 年 3 月 31 日まで
に取得見込みの人。(3)平成 27 年度実施「横浜市公立学校教員採用候補者選考試験」受験予定者。(4)地方公務員法第 16 条及び学校教育法第 9 条の欠格事項に
該当しない人。 
F.人 数 小学校、中学校・高等学校、特別支援学校合わせて 150 名程度。うち、中学校・高等学校については、数学、理科各 15 名程度、その他の教科若干名。 









A.名 称 京都教師塾   B.設置者 京都市教育委員会（京都市総合教育センター）   C. 2006   D. 2014 
E.対象者 次の①及び②の要件を満たす者。①昭和 49 年 4 月 2 日以降生まれで、小・中・高等・総合支援学校の教員（養護教員、栄養教諭を含む）をめざす短大
生・大学生・大学院生・社会人。②教員免許状の既取得者又は平成 29 年 3 月末日までに取得予定の者。 
F.人 数 定員300名   G.受講者選抜 書類審査   H.費 用 ¥10,000他保険料、教材費   I.開講期間 2014年10月25日～翌年6月13日 
J.開講内容 京都市教育学講座（必修10回の教育学講座、6回の特別公開講座（選択制））、授業実践講座（2回） 
K.形態・内容 学校実地研修（10日間）、フィールドワーク（選択により異なる）   L.修了要件 講座の出席状況・レポートの提出状況等を総合的に勘案。 
M. なし（ただし、本市の教員採用選考試験については、一次試験からの全員面接やボランティア活動歴を評価するなど人物重視の選考を実施）   N.備 考  
A.名 称 先生のための寺子屋講座   B.設置者 厚木市教育委員会（厚木市教育研究所）   C. 2006   D. 2014 
E.対象者 市立小・中学校の全ての教職員（非常勤職を含む）および市内の小・中学校で教職を目指す市内在住・在勤の市民（学生も可） 
F.人 数   G.受講者選抜   H.費 用 無料（交通費・食費等は自己負担）   I.開講期間 2014年5月17日～10月4日 
J.開講内容 講義・ワークショップ・実技（土曜午後または終日・全11講座）   K.形態・内容 なし   L.修了要件   M. なし 
N.備 考 2007 年度から教職員以外の参加も可能に。 
A.名 称 みたか教師力養成講座   B.設置者 三鷹市教育委員会・三鷹ネットワーク大学推進機構   C. 2006   D. 2014 
E.対象者 〈実践コースⅡ〉平成 27 年度東京都教員採用選考合格を目指している大学 4 年生以上（大学院生・社会人も可）で、次の(1)から(4)までのいずれの資格
要件も満たす者。(1)昭和 59 年 4 月 2 日以降に出生した者（平成 26 年 3 月 31 日現在で 30 歳未満の者）尚、この条件に限らず、個別の事情がある場合には応
相談、(2)次のア又はイに該当する者、ア三鷹ネットワーク大学推進機構に参加している大学（大学院を含む。以下同じ）に在籍している 4 年生以上の者で、
小学校教諭普通免許状か中学校教諭普通免許状の単位を取得中（教職課程を履修中で平成 27 年 3 月 31 日までに取得見込）の者、イすべての大学の在籍者又
は卒業者であって、同免許状を平成 27 年 3 月 31 日までに取得見込み又はすでに取得済みで、平成 26 年度に実施する東京都教員採用試験の受験予定者、
(3)地方公務員法第 16 条（欠格条項）及び学校教育法第 9 条（欠格事由）に該当しない者、(4)在籍又は卒業した大学において、大学の教員（教授、准教授、
講師）の推薦を受けた者。〈実践コースⅠ〉平成 28 年度東京都教員採用選考合格を目指している大学 3 年生以上（大学院生・社会人も可）で、次の(1)から(4)
までのいずれの資格要件も満たす者。(1)昭和 60 年 4 月 2 日以降に出生した者（平成 27 年 3 月 31 日現在で 30 歳未満の者）尚、この条件に限らず、個別の事
情がある場合には応相談、(2)次のア又はイに該当する者、ア三鷹ネットワーク大学推進機構に参加している大学（大学院を含む。以下同じ）に在籍している
表 3 全国の教育委員会が主催する教員養成事業（2014 年度時点・確認分） 
 ＊〔欄〕B：設置者（担当部署） C：開設 D：開講確認年度 J：学校参与を除く開講内容（期間・日数）  
     K：学校参与の形態・内容（時期・日数） M：教員採用選考時の優遇措置
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3 年生以上の者で、小学校教諭普通免許状か中学校教諭普通免許状の単位を取得中（教職課程を履修中で平成 28 年 3 月 31 日までに取得見込）の者、イすべ
ての大学の在籍者又は卒業者であって、同免許状を平成 28 年 3 月 31 日までに取得見込み又はすでに取得済みで、平成 27 年度に実施する東京都教員採用試験
の受験予定者、(3)・(4)は実践コースⅡと共通。 
F.人 数 〈実践コースⅠ・Ⅱ〉各 20 名程度   G.受講者選抜 書類審査および小論文（第 1 次選考）、面接・適性検査（第 2 次選考） 
H.費 用 〈実践コースⅠ・Ⅱ〉一般各¥12,000、市民・同大学正会員・賛助会員大学の学生各¥10,000 
I .開講期間 〈実践コースⅡ〉2014年5月10日～9月6日、〈実践コースⅠ〉2014年10月18日～翌年2月28日 
J.開講内容 〈実践コースⅡ〉講義・演習（8月16～30日を除く毎週土曜日午前と8月18日・全14回）、〈実践コースⅠ〉講義・演習（11月1・22日、12月20日～1月
3日、2月7日を除く毎週土曜日・全14回） 
K.形態・内容 特別教育実習（授業観察・授業補助・授業実践・児童生徒理解・学校の諸活動実務、講座期間中毎週2単位時間以上）   L.修了要件   M. なし 
N.備 考 教職に興味のある大学 1・2 年生対象の基礎コースあり。基礎コースⅠ・Ⅱで各 10 名程度募集、受講料は一般が各¥8,000、市民・正会員・賛助会員が
各¥6,000、期間は実践コースⅠ・Ⅱとそれぞれ同じで、講義・演習のみ全 7 回。 
A.名 称 杉並師範館   B.設置者 杉並区教育委員会・教師養成塾杉並師範館   C. 2006   D. 2010 実績 
E.対象者 杉並区教育委員会採用時45歳以下で、小学校教員免許取得者又は杉並師範館卒塾までに取得できる見込みの者 
F.人 数 入塾 27 名   G.受講者選抜 論文・個別面接（第 1 次選抜・10 月中旬）、集団面接試験・個別面接（第 2 次選抜・11 月中旬）   H.費 用 
I.開講期間 2010年4月11日～2011年2月26日 
J.開講内容 講義（24回）、演習（78コマ）、合宿（7月25～27日）、体験活動（7月～8月の間の連続3日）、卒塾研究発表会 
K.形態・内容 特別教育実習（授業観察・授業等、8月～11月40日間）   L.修了要件   M. 卒塾者全員を区費採用 
N.備 考 杉並区教育委員会（区教委）は、地域に根ざした教員を区独自で採用（区費教員）するため、平成 17 年度に設立された「教師養成塾杉並師範館」と協
定を結び、1 年間同館で養成した人材を 19 年度から採用、23 年 4 月には 120 名程の人材を区立全小学校に配属してきた。これにより、30 人程度学級・専科
制の実施など、特色ある教育活動の継続的な実施体制が区立全小学校で整ったことを踏まえ、区教委は 23 年度をもって採用を終了し、杉並師範館も五期生（22
年度生）の養成を最後に、23 年 3 月閉塾した。 
A.名 称 埼玉教員養成セミナー   B.設置者 埼玉県教育委員会   C. 2007   D. 2014 
E.対象者 埼玉県内にキャンパスを有し小学校教諭 1 種免許状を取得できる大学に在籍する 3 年生等で、学長等の推薦を受けた者。 
F.人 数 70名   G.受講者選抜 連携する大学にそれぞれ設定された人数内で、各大学学長が推薦   H.費 用   I.開講期間 1月～10月 
J.開講内容 教育に関する講演・講義・演習(月1回程度計10回)、社会教育施設等での体験活動（10日程度） 
K.形態・内容 教育実習を含む学校体験実習（担任業務や授業の補助・授業、週1日程度計40日・異校種体験実習計4日・計44日） 
L.修了要件   M. 特別選考   N.備 考 2014年1月開講のセミナーから、埼玉県に在住する県外大学の学生まで対象を拡大。 
A.名 称 ちば！教職たまごプロジェクト   B.設置者 千葉県教育委員会・千葉市教育委員会   C. 2007   D. 2015 




学校教員になることを視野に入れている者。イ活動日数等 原則として年間を通して活動ができ、1 日単位で 30 日以上の実践研修が可能な者。(ア)大学 3 年
生及び大学院 1 年生から参加する場合は、原則 2 年間継続することとする。(イ)大学 2 年生から参加する場合は、2・3 年生の 2 年間、2・4 年生の 2 年間、2・
3・4 年生の 3 年間のいずれかにより、2 年以上参加すること。(ウ)大学 2 年生、3 年生、大学院 1 年生、短期大学 2 年生は半日単位を認める。(エ)半日単位の
研修を行う場合（短期大学生を除く）は、次年度又は最終年度には 1 日単位で 30 日以上の実践研修を行うものとする。 
F.人 数 小学校 650 名程度、中学校 200 名程度、特別支援学校 150 名程度    
G.受講者選抜 先着順（中学校・特別支援学校については予定数を超えた場合、小学校を希望する者は小学校に振り替える） 
H.費 用 無料（交通費及び昼食代は自己負担） 








A.名 称 滋賀の教師塾（スタンダードコース）   B.設置者 滋賀県教育委員会   C. 2007   D. 2014 
E.対象者 (1)滋賀県内の公立の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校教員をめざしている大学生、大学院生と通信制大学等在学中の人で、平成 27 年 4 月 1
日から平成 28 年 3 月 31 日までに小学校、中学校、高等学校の普通免許状を取得見込みの人。(2)社会人（教職経験者を除く）で、小学校、中学校、高等学校
の普通免許状を有し、滋賀県公立学校教員採用選考試験の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校教員を受験予定の人。 
F.人 数 180 名程度（うち、高等学校 20 名程度（数学・理科 10 名程度、他教科若干名））。   G.受講者選抜 募集人数を超えた場合、書類選考 
H.費 用 ¥15,000 他保険料、交通費、教材費等   I.開講期間 2014 年 10 月 4 日～翌年 6 月 20 日 
J.開講内容 土曜日の必修講座（全 15 回）、選択講座（3 講座選択） 
K.形態・内容 学校実地体験（11月中旬～6月上旬・スクールサポーター事業等で10日間）   L.修了要件   M. なし 
N.備 考 臨時講師または非常勤講師 20 名程度を対象としたアドバンスコースもある。土曜日の講座と選択講座（県教委主催事業・県総合教育センターが実施す
る研修講座・県施設主催事業・県主催文化芸術体験事業等）はスタンダードコースと共通。 
A.名 称 堺・教師ゆめ塾   B.設置者 堺市教育委員会（堺市教育センター）   C. 2007   D. 2014 
E.対象者 短大 1 年生・大学 3 年生以上、大学院生、社会人、常勤・非常勤講師等で次の①～③のすべてに該当する人。①堺市立の小・中・支援学校教員を強く
志望する人。②生年月日が昭和 49 年 4 月 2 日以降（40 歳まで）の人。③教員免許状を所有、または平成 28 年 3 月末までに取得見込みの人。 
F.人 数 125 名程度（小学校 80 名・中学校 45 名程度）   G.受講者選抜 入学願書・個人面接により選考   H.費 用 ¥14,000 他教材費 
I.開講期間 2014年10月11日～翌年6月20日 
J.開講内容 必修講座（月2回程度・土曜日午後、毎回出席が原則）、専門講座（土曜日午前・希望者対象、毎回出席が原則）、選択講座（土曜日午前・希望者対象） 
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A.名 称 北海道教員志願者養成セミナー   B.設置者 北海道教育委員会   C. 2008   D. 2014 
E.対象者 北海道（札幌市を除く）の公立学校の教員を志望する短大生や大学生、大学院生、社会人で、当セミナー受講経験者を除く。ただし、社会人は次の各
項の要件を全て満たす者で、現在、期限付教諭、産休代替教諭、育児代替教諭、時間講師等として勤務している者を除く。(1)昭和 50 年 4 月 2 日以降に生ま
れた者（高等学校教員を志望する方は、昭和 40 年 4 月 2 日以降に生まれた者）であること。(2)小学校、中学校、高等学校、特別支援学校教諭普通免許状の
いずれかを有する者又は平成 29 年度中に取得見込の者であること。 
F.人 数 全道 120 名程度（石狩、渡島、上川、釧路の会場毎に 30 名程度） 
G.受講者選抜 面接選考（応募者多数の場合、面接選考対象者は抽選により決定）   H.費 用 無料（交通費、教材費、資料代、傷害保険料等は自己負担） 
I.開講期間 2014年8月～10月のうち5日間   J.開講内容 基本講座（8～9月と9～10月の土曜日2日間） 
K.形態・内容 授業見学・観察体験・支援活動（8～9月平日3日間）   L.修了要件   M. なし 
N.備 考 北海道教育委員会が実施する「学生ボランティア派遣」における派遣前研修の受講経験やボランティア活動実績により、基本講座の「1 日目の研修」や
学校体験の「支援活動」を免除可。 
A.名 称 かながわティーチャーズカレッジ   B.設置者 神奈川県教育委員会（神奈川県立総合教育センター）   C. 2008   D. 2014 
E.対象者 〈共通受講資格〉地方公務員法第 16 条及び学校教育法第 9 条に規定する欠格事項に該当しない者。〈オープンコース〉小学校・中学校・高等学校・特別
支援学校の教諭及び養護教諭を志望する者。共通受講資格を満たし、かつ以下の要件に全て該当する者。ア教員普通免許状を所有している者、又は取得中（教
職に関する科目を履修中）の者、イ昭和 31 年（西暦 1956 年）4 月 2 日以降に出生した者。〈チャレンジコース〉平成 27 年度に神奈川県が実施する「公立学
校教員採用候補者選考試験(小学校又は特別支援学校)」を受験予定の者。共通受講資格を満たし、かつ以下の要件に全て該当する者。ア受講コースに該当する
教諭免許状を有している者、又は平成 28 年 3 月 31 日までに取得見込みの者、イ平成 27 年度に神奈川県が実施する公立学校教員採用候補者選考試験（小学校
又は特別支援学校）を受験予定の者、ウ昭和 31 年（西暦 1956 年）4 月 2 日以降に出生した者、エ原則として、「かながわ教育学講座」への全回出席と「実践
力向上講座」に参加可能であり、かつ「スクールライフサポーター」として所定の期間内に受講を希望する校種の学校で 12 日以上の活動が可能である者。 
F.人 数 〈オープンコース〉250 名程度、〈チャレンジコース〉小学校 100 名程度・特別支援学校 20 名程度 
G.受講者選抜 〈オープンコース〉書類選考、〈チャレンジコース〉書類選考（第1次）・小論文及び面接（第2次）   H.費 用 〈共通〉¥10,000 







N.備 考 実践力向上講座は、内容別に開講している学校を受講者が選択して申込。チャレンジコースは 2014 年度新設。 
A.名 称 教師力養成講座   B.設置者 京都府教育委員会   C. 2008   D. 2015 
E.対象者 次の(1)～(6)すべての資格要件を満たす大学 3 年生又は大学院 1 年生。(1)京都府公立（京都市立除く。）小学校、中学校又は特別支援学校の教員を強く
志望していること、(2)京都府の教員養成サポートセミナー修了（見込み）者、大学における教職インターンシッププログラム（志望区分と同一校種でのプロ
グラムであり、単位認定している場合に限る。）の修了（見込み）者、平成 26 年度において出願時までに 10 日以上の志望区分と同一校種でのボランティア経
験を有する者のいずれかであること、(3)「夢・未来」講座（期間中月 2～3 回、主に水曜日午後 6 時 30 分～同 8 時 30 分に実施）に原則として全て参加でき
ること。併せて教育実践演習を期間中 20 日以上行えること、(4)過去に京都府「教師力養成講座」を受講していないこと、(5)志望区分における校種・教科の
普通免許状を有する者又は平成 27 年度中に取得見込みであること(特別支援学校教員志望者は、特別支援学校教諭の普通免許状及び小学校、中学校、高等学
校いずれかの校種の普通免許状とする)、(6)地方公務員法第 16 条（欠格条項）及び学校教育法第 9 条（欠格事由）に該当しないこと。 
F.人 数 小学校教員志望者 40 名程度、中学校教員志望者 20 名程度、特別支援学校教員志望者 10 名程度 
G.受講者選抜 小論文・個人面接試験及び書類審査   H.費 用   I.開講期間 2015 年 2 月～6 月 




N.備 考 出願は大学を通して行う。 
A.名 称 大阪教志セミナー   B.設置者 大阪府教育委員会（大阪府教育センター）   C. 2008   D. 2014 
E.対象者 次の要件をすべて満たす人。(1)大阪府（大阪市、堺市及び豊能地区を除く）の小学校、中学校、高等学校及び支援学校の教員をめざしている人、(2)平
成 27 年度中に受講を希望する校種教科の普通教員免許状を取得見込みで、平成 28 年度大阪府公立学校教員採用選考テストを受験予定の人。 
F.人 数 小学校希望者 100 名程度、中学校希望者 35 名程度（うち、国語・数学・理科各 5 名程度、技術 3 名程度）、高等学校希望者 35 名程度（うち、国語・数
学・理科各 5 名程度）、支援学校希望者は小学部・中学部・高等部各 10 名程度   G.受講者選抜 面接   H.費 用 ¥20,000 他交通費・食費等諸経費 
I.開講期間 2014年8月24日～翌年3月22日   J.開講内容 講座（日曜日終日11回）、自然体験実習（1泊2日）、研究発表大会参加 
K.形態・内容 実地実習（20半日間）   L.修了要件 原則として全ての講座への出席と定められた回数の実地実習、研究発表大会への参加 
M. 特別選考（「平成28年度大阪府公立学校教員採用選考テスト」において、「大阪教志セミナー」で受講した校種・教科について第1次選考免除）   N.備 考 
A.名 称 奈良県ディア・ティーチャー・プログラム   B.設置者 奈良県教育委員会   C. 2008   D. 2014 
E.対象者 〈共通〉奈良県内の国公私立学校の教師になる強い志があり、本プログラムに参加できる大学 3 年生又は大学院 1 年生で、平成 28 年 3 月末までに教員免許を
取得できる方。〈①〉原則として、ワークショップ全てに参加できる方、学校現場実習を 100 時間以上行える方。〈②〉学校現場実習を 80 時間以上行える方。 
F.人 数 〈①〉小学校教諭志望者 80 名程度、中学校教諭（国語・社会・数学・理科・英語）志望者 20 名程度、〈②〉中学校教諭（音楽・美術・技術・家庭・体
育）・高等学校教諭・特別支援学校教諭・養護教諭志望者計 20 名程度 
G.受講者選抜 面接及び書類審査   H.費 用 〈①〉¥10,000他交通費・保険料・野外活動研修に係る費用等、〈②〉¥2,000他交通費・保険料 
I.開講期間 〈①〉2014年9月6日～翌年6月20日〈②〉2014年9月6日～翌年3月31日   J.開講内容 ワークショップ（全10回） 
K.形態・内容 学校現場実習〈①〉（1週あたり5時間以上20週程度・計100時間以上）、〈②〉（1週あたり5時間以上16週程度・計80時間以上） 
L.修了要件   M. なし 
N.備 考 ワークショップの欠席が多い場合、学校現場実習 100 時間以上を期間内に終えられない場合、後期（4 月以降）の受講ができない。〈ハロー・ティーチャー・
プログラム〉大学 2 年生を対象とし、第 1～6 回のワークショップに参加する。定員は小学校・中学校（国・社・数・理・英）教諭希望者 10 名程度、受講料¥2,000。 
A.名 称 なごや教師養成塾   B.設置者 名古屋市教育委員会（名古屋市教育センター）   C. 2008   D. 2014 
E.対象者 次の(1)〜(4)すべての要件を満たす者。(1)開講期間を通して、短大生・大学生・大学院生のいずれかであること（通信制を含む）。(2)小学校教諭普通免
許状を取得または平成 27 年度末までに取得見込みであること。(3)平成 27 年度に実施される名古屋市公立学校教員採用選考試験において、小学校教員の選考
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区分を第 1 希望で受験する予定であること。(4)次の①〜③に該当しないこと。①幼稚園・小・中・高・特別支援学校の教員（常勤または非常勤の講師、実習
助手等を含む）として勤務したことがある。②塾開講期間中に幼稚園・小・中・高・特別支援学校に教員（常勤または非常勤の講師、実習助手等を含む）と
して勤務する希望がある。③平成 26 年度実施の教員採用試験（名古屋市以外を含む）を受験する予定である。 
F.人 数 60 名程度   G.受講者選抜 書類により入塾試験受験者を選考のうえ、面接・小論文試験（7 月上旬） 





N.備 考 入塾後、欠席・遅刻が著しい、指導の効果が現れないなど、塾生としての適格性を欠くと判断した場合は、塾生としての資格を取り消すことがある。 
A.名 称 大阪市教師養成講座   B.設置者 大阪市教育センター   C. 2008   D. 2014 
E.対象者 (1)大阪市立の小学校・中学校教員を強く志望する人（養護教諭を含む）。(2)平成 28 年 3 月 31 日までに小・中学校教諭の普通免許状を取得見込みの人、
または取得済みの人。 
F.人 数 200 名程度（小学校 100 名程度・中学校 100 名程度・養護教諭若干名）   G.受講者選抜 書類審査および面接（6 月下旬） 
H.費 用 ¥20,000 他交通費、教材費、郵送費、食費、現場実習にかかる諸経費   I.開講期間 2014 年 9 月 15 日～翌年 3 月 8 日 
J.開講内容 講座(計11日間全15講座）、教育センターや教育研究会が主催する授業研究会や研究発表会へ参加可能 
K.形態・内容 学校現場実習（5～10日間程度）   L.修了要件 受講記録シートや模擬授業の内容、80％（全15講座中12講座）以上の講座出席等により修了判定 
M. 特別選考（修了証書を授与された者は、平成28年度大阪市教員採用選考テストを受験する限り、受講した校種・教科の第1次選考（面接、筆答）を免除） 
N.備 考 受講にあたり、講座を無断欠席するなど、受講生としての適格性を欠くと判断した場合は、受講生としての資格を取り消すことがある。 
A.名 称 ひびきあい塾   B.設置者 海老名市教育委員会   C. 2008   D. 2011 実績 
E.対象者   F.人 数 52 名   G.受講者選抜   H.費 用 無料   I.開講期間 2011 年 5 月～2012 年 2 月 
J.開講内容 講義・グループ協議（教科指導法・児童生徒指導・特別支援教育・児童生徒理解・人権教育・学級経営など、全13回） 
K.形態・内容   L.修了要件   M.   N.備 考  
A.名 称 さがみ風っ子教師塾（チャレンジコース）   B.設置者 相模原市教育委員会（相模原市総合学習センター）   C. 2009   D. 2014 
E.対象者 次の各項の要件を全て満たす者であること。(1)相模原市立小中学校教員として勤務する意思がある者。(2)小・中学校いずれかの教員免許状を有する者
又は平成 27 年度中に取得見込みの者。(3)地方公務員法第 16 条（欠格条項）及び学校教育法第 9 条（欠格事由）に該当しない者。(4)昭和 31 年 4 月 2 日以降
に生まれた者。(5)開塾期間を通じてさがみ風っ子教師塾への通塾が可能な者。 
F.人 数 小・中学校あわせて50名程度   G.受講者選抜 応募書類及び論文・面接等の選考（8月下旬）   H.費 用 ¥10,000他諸経費 
I.開講期間 2014年10月4日～翌年3月21日   J.開講内容 講義・グループ協議・模擬授業・論文作成等（土曜日終日全16回） 
K.形態・内容 学校実習（学校ボランティア、11月～2月の間・10日間程度）   L.修了要件 開塾期間を通じて一定の講義に出席したものを卒塾とする。 
M. なし   N.備 考 2014 年度より従来の教師塾をチャレンジコース、現職教員の研修をスキルアップコースとして 2 コース制化。 
A.名 称 しずおか教師塾   B.設置者 静岡市教育委員会   C. 2009   D. 2014 
E.対象者 次の要件を満たす者。(1)小学校教諭普通免許状を取得または平成 28 年 4 月 1 日までに取得見込みであること。(2)平成 27 年度に実施される静岡市公立
学校教員採用選考試験において、小学校教員を受験する予定であること。(3)昭和 31 年 4 月 2 日以降に生まれた者であること(平成 26 年 4 月 1 日現在におい
て満 57 歳以下であること)。 
F.人 数 小学校教員志望者 30 名程度   G.受講者選抜 一般教養及び面接（8 月上旬 1 次試験）、適性検査及び面接（9 月上旬に 2 次試験） 






N.備 考 入塾後、欠席・遅刻が著しい、指導の効果が表れないなど、塾生としての適格性に欠くと判断した場合は、塾生としての資格を取り消すことがある。 
A.名 称 豊田市教師養成講座   B.設置者 豊田市教育センター   C. 2009   D. 2014 
E.対象者 8 割以上の講座を受講する意志があり、将来、豊田市立小中学校の教師を目指す大学生または大学院生（居住地・学年は不問）。（講師力量向上講座は豊
田市内で講師として勤務する方） 
F.人 数 50名程度   G.受講者選抜   H.費 用 無料   I.開講期間 5月～翌年2月 
J.開講内容 講話・実習・模擬授業等(原則として毎月第2土曜日午前・全10日）   K.形態・内容 
L.修了要件 8割以上の講座を良好な態度で受講した方に教育委員会より修了認定証を授与   M. なし   N.備 考 講師力向上講座も同時に実施 
A.名 称 ふじさわティーチャーズカレッジ「学びあい」   B.設置者 藤沢市教育委員会   C. 2009   D. 2010 実績 
E.対象者 藤沢市立小・中学校の教員を目指す者（大学生、県内の小・中学校に勤務する臨時的任用教員または非常勤教員） 
F.人 数 79 名   G.受講者選抜 書類審査および面接   H.費 用   I.開講期間 
J.開講内容 基本研修（22 回）、教員採用試験対策としての論文作成・面接特別研修（5 月～6 月）   K.形態・内容 なし   L.修了要件   M. 
N.備 考 2010 年度から特別研修も実施。2013 年度は、土曜日午前中・月 2 回程度の講座のほか、夏季宿泊研修、教員採用試験に向けた特別講座、学級経営や授業実
践への助言指導、学校支援活動などの紹介も内容として実施、受講料は年額¥5,000 他経費。2014 年度実施は未確認。 
A.名 称 とちぎの教育未来塾   B.設置者 栃木県教育委員会（栃木県総合教育センター研修部）   C. 2010   D. 2014 
E.対象者 A 栃木県内の公立学校（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校）に勤務する教職経験 5 年以内（初任～5 年目）の教諭。B 栃木県内の公立学校に勤
務する期限付講師等。C 栃木県の公立学校の教員を目指す大学生、大学院生及び短期大学生等（C については学年不問、県外大学等在籍者も可） 
F.人 数 A～C合計200名程度   G.受講者選抜 応募書類等により受講者を決定   H.費 用 無料（交通費等は自己負担） 
I.開講期間 2014年10月4日～翌年3月7日のうち7～11日間（講座選択により異なる） 
J.開講内容 土曜日午前の必修講座（13講座）、栃木県教育研究発表大会への参加を含む選択講座（7講座）。 
K.形態・内容 なし   L.修了要件   M. なし   N.備 考 若手教員・学生等混合 5～6 名でのグループ演習あり 
A.名 称 「教師への道」   B.設置者 岡山県教育委員会高校教育課   C. 2011   D. 2014 
E.対象者 大学、大学院及び短期大学に在籍し、本県の教員を目指す学生に限る。インターンシップで参加する場合は、大学 3 年生以上、短期大学 2 年生の、教
育実習を経験した、または 1 年以内に経験する見込みの人が望ましい。 
F.人 数 120 名   G.受講者選抜 抽選   H.費 用 無料（交通費・食費・保険料等は自己負担） 
朝日 素明：教育委員会が主宰する教員養成事業の全国的動向 




L.修了要件   M.   N.備 考 学校インターンシップは岡山大学との連携協定により開始、「教師への道」インターンシップ事業としては2011年度開設。 
A.名 称 ふくおか教員養成セミナー   B.設置者 福岡県教育委員会（福岡県教育センター）   C. 2011   D. 2011 実績 
E.対象者 福岡県内の市町村立小学校教員を志望している連携大学等の第 3 学年の学生で、本県教員採用候補者選考試験を受験予定の者、あるいは関心を持つ者。 
F.人 数 259 名（実績）   G.受講者選抜   H.費 用 無料 
I.開講期間 2011年11月26日～翌年3月10日   J.開講内容 記念講演・模擬授業・グループ討議等（5回） 
K.形態・内容 なし   L.修了要件   M. なし   N.備 考 実施内容の第 2～4 回は福岡と北九州の 2 会場でそれぞれ実施。 
A.名 称 北九州実践教師塾   B.設置者 北九州市教育委員会（北九州市教育センター）   C. 2011   D. 2014 
E.対象者 若年教員、講師、大学生、短大生   F.人 数   G.受講者選抜   H.費 用 講座による   I.開講期間 
J.開講内容 講座（教師としての心構えや授業の基礎・基本的な技術中心に） 
K.形態・内容   L.修了要件   M. なし   N.備 考 教員の自主研修の場として既存の「土曜講座」を 2011 年度に改編。 
A.名 称 よこすか教師塾   B.設置者 横須賀市教育研究所   C. 2011   D. 2014 
E.対象者 〈よこすか教師未来塾〉次の２つの要件を満たしている者。(1)平成 26 年に実施する神奈川県公立学校教員採用候補者選考試験の受験予定者。(2)教員免
許状（平成 26 年度取得見込みを含む）を有し、横須賀市立小学校・中学校・高等学校・特別支援学校教員志望の学生（大学 4 年生・短期大学 2 年生・大学院
生・通信制・専門学校生を含む）や既卒者。〈よこすか教師希望塾〉は本市教員志望で現在臨時的任用職員または非常勤講師として勤務している者。 
F.人 数 〈未来塾〉〈希望塾〉各 30 名   G.受講者選抜 定員を越えた場合、書類選考   H.費 用 無料 
I.開講期間 2014年5月16日～翌年3月6日 
J.開講内容 〈共通〉講義・演習・グループ協議・模擬授業等（5月～7月は月2回・8月～3月は月1回、原則金曜日18:00～19:45開塾） 
K.形態・内容 なし   L.修了要件   M. なし   N.備 考  
A.名 称 いしかわ師範塾学生クラス   B.設置者 石川県教育委員会   C. 2013   D. 2014 
E.対象者 次の要件をすべて満たす者。（1）受講期間を通して、大学生・大学院生のいずれかであること、（2）平成 27 年度末までに教員免許を取得見込みである
こと、（3）平成 27 年度に実施される石川県教員採用試験を第一希望で受験する予定であること、（4）期間を通して、すべての講座を受講することができる見
込みであること。 
F.人 数 〈標準コース〉70名程度、〈短期コース〉各日程とも70名程度   G.受講者選抜   H.費 用 無料 
I.開講期間 〈標準コース〉2014年8月23日～翌年6月20日、〈短期コース〉A日程2014年8月18日～22日の5日間・B日程2015年2月20日～27日の5日間・C日程2015




L.修了要件   M. なし   N.備 考 
A.名 称 宮崎教師道場   B.設置者 宮崎県教育委員会   C. 2013   D. 2014 
E.対象者 (1)宮崎県の教員を希望する卒業年度の大学生及び短期大学生、並びに大学院生（参加可能な教師道場は、第 1 回、第 3 回とし、原則両方を受講する。）
(2)臨時的任用講師及び非常勤講師（任用予定者を含む。）（参加可能な教師道場は、第 1 回、第 2 回、第 3 回とし、可能な限り 3 回とも受講する。） 
F.人 数   G.受講者選抜   H.費 用   I.開講期間 2014年5月10日～9月13日のうち3日 
J.開講内容 (第1回）講話と教員採用選考試験説明会、（第2回）教育公務員の使命と服務、学習指導、生徒指導・学校安全、人権教育等、（第3回）各教科、特別支
援教育等の基本的な指導の在り方、養護教諭の基本について等 
K.形態・内容   L.修了要件   M.   N.備 考  
A.名 称 マチカネ先生塾   B.設置者 豊中市教育委員会（豊中市教育センター）   C. 2013   D. 2013 実績 
E.対象者 本市の教員を希望する短大生､大学生､大学院生   F.人 数 31 名   G.受講者選抜    H.費 用 I.開講期間 2013 年 6 月～2014 年 3 月 
J.開講内容 コミュニケーション力養成講座（4回）、授業基礎力養成講座（10回）、児童・生徒理解力養成講座（4回）（土曜日午後開講） 
K.形態・内容 実地実習（授業や学校行事の補助、2013年9月～2014年2月に3日間）   L.修了要件   M. なし 
N.備 考 2014 年度第 2 期は入塾にあたり書類選考あり、講座を 6 月から開始、回数を 12 回に縮減（実地実習は 3 日間）。 
A.名 称 いばらき輝く教師塾   B.設置者 茨城県教育委員会   C. 2014   D. 2014 
E.対象者 次のア～ウのいずれかに該当する方。ア大学（3 年生以上）や大学院に在籍中で、県内の公立学校（小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支
援学校）の教員を目指している方、イ常勤講師や非常勤講師の勤務経験があり、県内の公立学校の教員を目指している方、ウ県内の公立学校に勤務する若手
教員（概ね教職経験 5 年以内）。 
F.人 数 100 名程度   G.受講者選抜   H.費 用 原則無料   I.開講期間 2014 年 10 月 4 日～12 月 13 日のうち隔週土曜日 
J.開講内容 学級における子どもたちとの関わりや保護者との関わり、東日本大震災における教員としての経験から学ぶことなど講座・講演（全6回） 
K.形態・内容 なし   L.修了要件   M. なし   N.備 考 
A.名 称 山口県教師力向上プログラム   B.設置者 山口県教育委員会教職員課   C. 2014   D. 2014 
E.対象者 小学校教員志望の大学3年生または大学院1年生   F.人 数 25名程度   G.受講者選抜 小論文・個人面接   H.費 用 
I.開講期間 2014年11月上旬～翌年3月上旬   J.開講内容 教師力養成講座（5日） 
K.形態・内容 教師力養成体験実習①（授業参観・学級活動補助・教育活動や教師の仕事全般への参加補助、11月10日～1月23日、学校体験制度経験者は4日以上・
未経験者は6日以上）、教師力養成体験実習②(指定教育実習、期間中1回以上の授業及び授業研究、2月16日～2月27日、6日以上） 
L.修了要件 講座のレポート・体験実習の報告書等提出   M. 特別選考（平成28年度山口県公立学校教員採用候補者選考試験） 
N.備 考 プログラム修了者に係る特別選考による採用候補者名簿登載予定者については、長期型（10月～翌年2月）または短期連続型（2月）の採用前教職イン
ターンシップが必須（2014年度採用者から開設、11月～2月のうち5日間）、教員を目指す学生のための学校体験制度あり（大学1・2年生、9月中1週間） 
A.名 称 高知県公立学校教員採用勉強会   B.設置者 高知県教育委員会   C. 2014   D. 2015 
E.対象者 高知県公立学校教員を目指す人   F.人 数 〈第1回〉4会場で計260名   G.受講者選抜   H.費 用 




L.修了要件   M.   N.備 考 2016年度採用に向け新設。 
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